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方法による返済率あるいは貧困緩和へのインパクトを比較する実証研究（Kurosaki and Khan（2012）， Gine 
and Karlan（2014）等）が活発に行われるようになった。
　しかし代表的学術研究を概観する限り「利子率は所与」として扱われることが多く，金利水準の変化
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は１ドルを投資したら確率  で収益  を得，確率  で無収益  となる。両タイプは，収益の期待値
において等しい，すなわち，次式が成り立つものとする。
　　（３－１）










































































































金利  と同じになるように調整される。そのような損益分岐金利を「  」とすれば，
　であるから17，調整後の金利は（３－６）のように表される。
　　（３－６）












　第一に，完全情報金利  は所与ではなく可変的とする。（３－３）と（３－６）から， ,   のいずれも，
完全情報金利  と比例関係をもっているが，
17　再び〔　〕内を説明すると，安全ペアの収益は確実なので（人口比に等しい）グループ比  のみだが，危険ペアのグルー
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　第二に，安全タイプが実現する追加的な事業収益  は投資  増大にともい低減するものとする。
　　（３－９）
　以上より，金利  が上昇すると借り手の投資可能量（ローン需要）は連続的に低下することになる。







































　もし借り手が安全事業  に投資すれば成功確率  で収益  を生み，危険事業  に投資すれば確率 
で収益  を生むが，いずれも残りの確率で無収益（０）になる。これら数値間には，以下の大小関係
（１）〜（３）が成り立っているものとする。
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この（４－３）を保証料  と元利金  との関係式の形に変形すると，
　　（４－４）
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